
1 

 

介護予防事業 等のための 

安全管理マニュアル 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

伊平屋村役場 

福 祉 保 健 課 



2 

 

１．安全な事業運営のための基本的な考え方 

 

◎ リスクマネジメント（安全の保障；安全管理体制の構築）の視点 

◎ 事業実施効果（サービスの質の保障）の視点 

 

 

２．転倒のリスクファクターと参加者の評価 

 

介護予防事業等、高齢者を対象とする事業では、参加者側のリスクが相対的に高く

なることを念頭において、安全管理を図る必要がある。 

参加者の一人ひとりが、どんな疾患や障害を持ち、どんな薬剤を飲んでいるのか、

その薬剤の性質はどんなものであるのか、を把握していなければならない。 

また、過去 1 年間の転倒の経験は、全ての要因の中で最も強いリスクと認識し、転

倒経験の有無を必須確認事項とする必要がある。 

⇒【基本チェックリスト】に該当項目あり。 

参加者には事業参加に先立ち、必ずチェックリストの聴取を実施する。 

更に、事業の企画・運営にあたっては、下記に挙げる外的要因（【図 1：転倒の要因】

参照）に注意を払い、実施環境を整えることが重要となる。 

これらの要因を複数持ちながら事業に参加される高齢者には、あらかじめリスク評

価を行い、危険性を予測し、対応策も計画しておく必要がある。 
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３．プログラム実施の際の留意点（バイタル・チェックと参加の可否の決定） 

 

(1) プログラム実施前の留意点 

① 実施前の状態チェックで、以下に該当する場合は運動を実施しない。 

・ 安静時に収縮期血圧 180mmHg以上、または拡張期血圧 110mmHg以上である場合 

・ 安静時脈拍数が 110拍/分以上、または 50拍/分以下の場合 

・ いつもと異なる脈の不整がある場合 

・ 関節痛、腰痛など慢性的な症状の悪化 

・ その他、体調不良などの自覚症状を訴える場合 

 

② 参加の事前注意として以下の項目を参加者に周知する。 

・ 運動直前の食事は避ける 

・ 水分補給を十分に行う 

・ 睡眠不足、体調不良の時には無理をしない 

・ 身体に何らかの変調がある場合には、従事者に伝える (感冒、胸痛、頭痛、めまい、下痢など) 

 

(2) プログラム提供中の留意点 

① 不良姿勢で局所的な筋緊張を生じ、誤用による局所の筋疲労を生じさせることを回避する

ために、常に正しい運動姿勢を保つように配慮しながら実施する。 

② 一定期間運動を続けていると、疲労の蓄積などにより一時的に運動器の機能が低下する

場合がある。この場合は、負荷量を著明に減少させて疲労の回復を図る。 

③ 実施中には、以下の自覚症状や他覚所見に基づく安全の確認を行う。 

・ 顔面蒼白、冷や汗 

・ 吐き気、嘔吐 

・ 脈拍、血圧 

④ 高齢者は喉の渇きを感じにくく、また頻尿を心配して水分を控えることから脱水を起こしや

すいため、こまめに水分補給の時間を設ける。 

 

(3) プログラム終了後の留意点 

プログラム終了後は、すぐに解散することなく、しばらく対象者の状態を観察する。 

プログラム提供の後に対象者が次の状態である場合は、医療機関受診など必要な処置をとる。 

・ 安静時に収縮期血圧 180mmHg以上、または拡張期血圧 110mmHg以上である場合 

・ 安静時脈拍数が 110拍/分以上、または、50拍/分以下の場合 

・ いつもと異なる脈の不整がある場合 

・ その他、体調不良などのプログラム提供中の留意点に述べた自覚症状を訴える場合 
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４．事故発生時の緊急連絡体制（フローチャート） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事故等の発生 

応急処置 

救急車 
の依頼 

上司へ報告 主治医へ連絡 

① 伊平屋村役場（総務課 : 46-2001）へ 

② 病状報告（意識・呼吸・脈・傷・出血の程度） 

③ 利用者の氏名・年齢・性別 

④ 会場の場所 

家族へ状況説明・報告 
他の利用者への対応 

（中止・誘導含む） 

現場確認・聴取 事故報告書への記録 

保険等対応手続き 改善策の検討 

安全委員会（不定期） 

※ 組織的な原因の分析と再発防止の検討等 



6 

 

５．その他 

 

(1) ＡＥＤ（自動対外式除細動器）の設置 

本事業を実施する施設においては、ＡＥＤ（自動対外式除細動器）を設置することが望ましい。 

 

(2) 事故報告について 

プログラム利用中に負傷した場合及び利用者や家族から苦情が出ている場合には、事故報

告書【別紙様式】を用いて、報告すること。 
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